



















２　戦時中の日露接近プロセスはバールィシェフ、エドワルド『日露同盟の時代　1914 ～ 1917 年
―「例外的な友好」の真相』（花書院、2007 年）のなかで詳細に分析されている。
３　日露間の軍事的な協力および日本の対露兵器供給に関しては、大庭柯公「日露新協約と兵器同
盟」『太陽』第 22 巻第 10 号（1916 年８月１日）、106-110 頁；芥川哲士「武器輸出の系譜」『軍事




協力の背景――三井物産の対露貿易戦略」『北東アジア研究』第 21 号（2011 年３月）、23-41 頁；
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商会」（"Bryner, Kuznetsov & Co”）であった。
　「ブリネル＆クズネツォーフ商会」（以下は「ブリネル商会」）はウラジオストック実
業界を代表するスイス生まれのユーリー・ブリネル（Julius Josef Bryner, あるいはロシ
ア名では July Ivanovich Briner, 1849 ～ 1920 年）が経営する会社であった７。ブリネル
商会は 1891 年にクズネツォーフ（Andrei Nikolaevich Kuznetsov）と共同出資して海
運業や仲介業を営むために創設された合資会社であったが、1903 年6月に株式会社化
され、1910 年３月にクズネツォーフが自己の持株をブリネルの娘婿マースレンニコフ






商会の中心的な系列企業は 1909 年８月にドイツの商社「アロン・ヒルシュ＆サン」（Aron 
Hirsch & Son）と共同で設立された「テチュヘ鉱業株式会社」（The Tetiuhe Mining 
Company）であった。1914 年５月の時点で、「アロン・ヒルシュ＆サン」商会は 85.75％
6　 戦争初期の日露軍事協力の様子については、バールィシェフ「第一次世界大戦期における日露軍
事協力の背景」23-41 頁；Baryshev, Op. cit., pp. 21-42 参照。
7　 日本とブリネルの関係について、バールィシェフ「第一次世界大戦期における日露軍事協力の背
景」28-30 頁；Rock Brynner, Empire & Odyssey: The Brynners in Far East Russia and Beyond, 
Hanover–New Hampshire, Steerforth Press, 2006, pp. 9-55；『堪察加半島紀要』海軍軍令部、1904 年、
40-41 頁；会田金吾『漁り工る北洋漁業――秘録カムチャッカ漁場とサケ工船、苦闘と栄光の軌跡』
五稜出版社、1988 年、70, 96-97 頁参照。
8　ロシア国立極東歴史資料館（以下は RGIADV）：F. 28（ウラジオストック市参事会）, op. 1, d. 707. L. 
11-12 ob. 
























た。1914 年 10 月 16 日、細井岩彌という農商務技師が日本外務省にテチュヘ鉱山に関す
る調査の依頼を出したが、このなかには第一項目として「Tetiuhe 河上流ノ Olgensky 鉱
山〔Olginsky mining district のこと〕ノ経営者ハ独逸人ナリトノコトナルガ、果シテ本
邦人ニ右鉱山経営ニ手ヲ着クル余地ナキヤ否ヤ」と記されていた。同 23 日、加藤外相は
農商務省の調査依頼を在ウラジオストック総領事代理野村基信宛てに転送した。調査の結
果は同年 12 月 18 日に日本外務省に伝えられた。「右鉱山経営ニ本邦人ノ手ヲ着クル余地
9　RGIADV：F. 1（沿海州庁）, op. 5, d. 1765. L. 338-341; F. 1, op. 1, d. 1984. L. 1-6 ob; F. 1, op. 8, d. 
3236. L. 43-44; Alepko A. V. Zarubezhnyi capital i predprinimatel’stvo na Dal’nem Vostoke Rossii 
(konets 18 v. – 1917 g) (Khabarovsk, 2001), pp. 278, 286-288; Brynner R., Empire and Odyssey, pp. 
58; Briner B. Yu. Serebro-svintsovo-tsinkovoe mestorozhdenie Tetyukhe (Petrograd, 1915).
10　詳しくは、バールィシェフ「第一次世界大戦期における日露軍事協力の背景」36-39 頁参照。
11　RGIADV：F. 1, op. 5, d. 1969. L. 5-5 ob., 14, 17-18；「浦潮斯徳貿易年報―大正３年（上）」『通商広報』



























器物資補給対策統合特別協議会」（Osoboe soveshchanie dlya ob’edineniya meropriyatii po 
obespecheniyu armii predmetami boevogo i material’nogo snabzheniya）の設立を促し、中
央軍事産業委員会（the Central War Industrial Committee）の発足に繋がった。その結
果、ロシアのブルジョワジーは今まで外国への武器発注に関する独占権をもっていた砲兵
本部の権限を大いに制限し、自分たちが武器発注事業に参加できるようにした。陸軍当局
12　「３. テチュヘ鉱山」『外国鉱山関係雑件―露国ノ部』第 1 巻、外務省外交史料館所蔵、第 1.7.5.4-1
号（頁番号なし）。
13　同上。さらに、『三井鉱山 50 年史稿』第6巻、12 頁（三井文庫所蔵）参照。


























14　Manikovsky A. A. Boevoe snabzhenie russkoi armii v mirovuyu voinu (Moskwa, 1937), pp. 70-
73, 78-85; Osoboe soveshchanie po snabzheniyu armii, Dalyokaya okraina, № 2620, Jule 2, 1915, 
p. 2; Dyakin V. S. Russkaya burzhuaziya i tsarizm v gody Pervoi mirovoi voiny (Leningrad, 1967), 
pp. 72-81; Sidorov A. L. Ekonomicheskoe polozhenie Rossii v gody Pervoi mirovoi voiny (Moskwa, 
1973), pp. 55-86; Airapetov O. R. Generaly, liberally i predprinimateli: Rabota na front i na 
revolyutsiyu. 1907–1917 (Moskwa, 2003), pp. 64-66, 69-72; Dale C. Rielage, Russian Supply Efforts 
in America During the First World War, McFarland & Co., Jefferson, North Carolina; London, 
2002, pp. 36-37. 
15　丹羽義次「露国ヨリ見タル戦局ノ将来」三井文庫、物産第 451 番、4 頁。
16　Vladivostokskii voenno-promyshlennyi komitet, Dalyokaya okraina, № 2619, Jule 1, 1915, p. 3; 
Khronika, Dalyokaya okraina, № 2622, 4 Jule, 1915, p. 3; Ikonnnikova T. Ya. Dal’nevostochnyi tyl v 





　1869 年に野澤源次郎によって創設された野澤組 18 はロンドン、ニューヨーク、上海など
で支店を構えており、対露貿易の好景気に乗じて「ロシア部」を新設したばかりであったが、
ロシア部長となったのは「ニコライ堂」付属宗教学校で学び、サンクトペテルブルグ大学
法学部を卒業したロシア通の大井包高（1883 ～ 1958 年）であった。貿易商の雨宮敬次郎
（1846 ～ 1911 年）のもとで育てられた大井は駐露大使の本野一郎（1862 ～ 1918 年）や陸

















第 13727 号、1915 年７月 10 日、３頁；Senin A. S. Zheleznodorozhnyi transport Rossii v epokhu 
voin i revolyutsii (1914–1922 gg.) (Moscow, 2009), pp. 142-144.
18　『日露貿易発展号』読売新聞社、1916 年、62 頁、露文広告 20 頁；『日露貿易案内』大阪、日露商
事社、1916 年、30 頁参照。
19　澤田和彦『幕末・明治・大正期の日本とロシアの文化交流に関する実証的研究』埼玉大学教養学部、
2007 年、190-191 頁。「２月革命」直後、1905 年から日本で暮らしつづけたポルィーノフはロシア
極東で革命運動に積極的に参加している。1921 年頃にソ連に帰国して、東洋学研究所などに勤め、
『極東の地理』（«Geografiya Dal’nego Vostoka», 1922-1924 年）を出版している。
20　正木良一、楯岡通雄『大井包高』大井包高伝刊行会、1960 年、89-90 頁；「異郷で越年の露国特
使―聖恩の深さに感泣」『讀賣新聞』1915 年１月１日、第 13537 号、11 頁；「日露金融疎通―
台銀の企画成立」『讀賣新聞』第 13699 号、1915 年6月 12 日、３頁；『日露貿易発展号』読売新聞社、
1916 年、露文広告 31 頁；『日露実業新報』1916 年７月号、47 頁。


























21　Vestnik Torgovo-Spravochnogo Byuro pri Russko-Yaponskom Obshchestve v Petrograde, № 3, 
May–June, 1916, pp. 63-64. 
22　大庭柯公『露国及び露人研究』中央公論社、1984 年、220 頁；ヒサムトヂーノフ A.（沢田和彦訳）
「実業家デンビー一族」『函館研究』第 28 号（1998 年９月）、9-10 頁；和井内生「富田勇の素性」『報
知新聞』1905 年３月８日、第 10020 号、３頁；「前代未聞の大数字―露国特使の齎らした使命」『報
知新聞』1914 年９月 27 日、第 13492 号、７頁。
23　「露国より荷車二万の注文」『讀賣新聞』1915 年９月７日、第 13786 号、２頁；「車両二万台の組
立―露西亜より我国への大注文、職工の不足と輸送の最困難」『讀賣新聞』1915 年９月 13 日、
第 13792 号、５頁。


























達（1916 年中に 5,000 トン）に追われているので、精錬に関する新たな契約の実行期間は








25　例えば、「露国の需用品―日露実業家の協議」『讀賣新聞』1915 年８月 28 日、第 13776 号、３頁。 
26　ロシア帝国対外政策資料館（以下は AVPRI）：F. 150（「日本の部」）, op. 493, d. 1911. L. 1-6. 
27　AVPRI：F. 133（「大臣官房」）, og. 470, d. 82. L. 146-147, 153. 


















として、ブリネル商会を通じて行われた３インチ砲弾用 22 秒信管 400 万発の発注が挙げ
られる。
３．ロシア砲兵本部による３インチ砲弾 22 秒信管 400 万個発注の背景
　1915 年８月 23 日、砲兵本部は陸軍次官ベリャーエフ中将（Mikhail Alekseevich 
Belyaev, 1863 ～ 1918 年）によって委任されたウラジオストック要塞砲兵部長サガトフス





28　『大正５年度下期　第 14 回事業報告書』三井文庫所蔵、物産 -615.9（1916 年５月～ 10 月分）、
37-38 頁； AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1911. L. 25-30；F. 150, op. 493, d. 1920. L. 1-4；F. 150, op. 493, d. 
1962. L. １-５；Alepko A. V. Op. cit., p. 307 参照。
29　「露国亜鉛鉱無税輸出許可」『通商広報』外務省通商局編纂、第 261 号（1915 年 10 月５日）、電報１頁；
「３. テチュヘ鉱山」『外国鉱山関係雑件　露国ノ部』第１巻、外務省外交史料館所蔵、第 1.7.5.4-１ 号（頁
番号なし）；『三井鉱山 50 年史稿』第6巻、12 頁（三井文庫所蔵、917-３M）。
− 203 −
第一次世界大戦期の「日露兵器同盟」と両国間実業関係 
　　　1915 年 10 月 13 日まで 30 ――　20 万個（山砲用信管２万５千個を含む）
　　　同　　 11 月 13 日まで ――　さらに 50 万個（山砲用信管５万個を含む）
　　　同　　 12 月 13 日まで ――　さらに 80 万個（山砲用信管 12 万５千個を含む）
　　　1916 年 １月 13 日まで ――　さらに 120 万個
　　　同　 　 ２月 13 日まで ――　さらに 100 万個










において最初の調節役として登場したのは、大阪財界を代表する山口嘉蔵（1865 ～ 1943 年）
という実業家であった。1915 年２月、山口嘉蔵はゲルモニウス少将との間に成立した小
銃用負革 10 万個をめぐる契約（総額 14 万 6,000 円、供給期間は 60 日以内）にすでに署
名しているが、ゲルモニウス特使の訪日が三井物産によって準備されたことを考えれば、
山口が三井物産と近しいビジネス関係を築いていたことがうかがえる。日本陸軍当局の資
料によれば、1916 年５月の時点で、山口嘉蔵商店はロシア政府から 886 万円に及ぶ注文
を受けており、そのなかには小銃用負革のほかに、長靴 11 万足（95 万 1,000 円）、スリッ
パ 28 万足（23 万 7,500 円）、メリヤス肌衣 114 万着（142 万 9,000 円）などが含まれていた。
1894 年頃から関西で織物商を営んでいた山口は約 40 万円の資産の持ち主であり、新谷豊
吉の名義でウラジオストックに雑貨店を開いていたのである 33。
30　便宜のため、露暦の年月日を西暦に改めている。
31　AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1877. L. 4-4 ob. 
32　同上、L. 4-7. 
33　『松田重次郎翁』青崎学区郷土史研究会編、1989 年、109-111 頁；『日露貿易発展号』読売新聞社、
1916 年、63 頁、露文広告 23 頁；『日露貿易案内』大阪、日露商事社、1916 年、8 頁；『因伯立志人物』
鳥取仏教青年会編纂、横山書店、1915 年、63-64 頁；ロシア連邦国立公文書館（以下は GARF）：F. 
R-6173（ゲルモニウス少将）, op. 1, d. 11. L. 10, 74；AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1869. L. 26-28；『本
邦ニ於テ各国兵器需品其他調達関係雑件』第３巻、外務省外交史料館所蔵、第 5.1.5.17-7 号、1292、
1395-1407 頁；「山口嘉蔵身元取調ノ件」『鉱物関係雑件』外務省外交史料館所蔵、第 3.5.7.1-12 号、
頁番号なし（アジア歴史資料センター、B11091647500）。
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　詳細は定かではないが、８月下旬～９月上旬頃、山口を中心として成立した「匿名組




ていた 34。ブリネル商会在日代表であるギリシア人のアンドレ・モライティニ（Andre P. 
Moraitini）と山口嘉蔵との間に結ばれた最初の契約によれば、ブリネル商会は山口に３






































の鵜澤聡明（1872 ～ 1975 年）、三井銀行出身の実業家前山久吉（1872 ～ 1937 年）、三井







大臣岡市之助宛てに出したアルミニウム払下げ請願書は同 30 日に却下された 40。そこで、
前述のシーボーム商会が日本各地で購入したアルミニウム 500 トンを英国へ輸送しようと
することが明らかになると、山口らは陸軍少将田中義一（1864 ～ 1929 年）や関直彦代議
士（1857 ～ 1934 年）らを通じて陸軍大臣の協力を求め、10 月6日に外務省通商局長宛て
にアルミニウムの輸送中止を請願した。マレフスキー大使もブリネル商会経由で発注さ










39　AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1877. L. 2 ob, 3.
40　「アルミニューム払下に関する件」『欧受大日記―大正 4 年 9 月』防衛省防衛研究所所蔵、第
T4-14.41 号、819-826 頁。










松田は範多龍太郎（1871 ～ 1936 年）という「混血児」の実業家が経営する範多商会（「E. 
H. ハンター商会」）と提携し、販売ネットワークの拡張に成功した 43。龍太郎の父英国人エ
ドワード・ハンター（Edward Hazlett Hunter, 1847 ～ 1917 年）によって築かれた範多財
閥の中核をなしていたのは、当時、三菱造船、川崎造船に次ぐ日本三大造船所として知ら
れた「大阪鉄工所」（The Osaka Iron Works）（今日の日立造船）であった 44。
　10 月 19 日、砲兵本部主任検査官ポドチャーギン大佐（Mikhail Petrovich Podtyagin）
は検査官ノスコーフ二等大尉（Viktor Nikolaevich Noskov, 1886 ～ 1938 年）、予備少尉補
レフチェンコ（Levchenko）および経理本部代表団の通訳ユーリエフ（Yuriev）とともに








































武官小田切政純（1866 ～ 1940 年）大佐は陸軍次官大島健一（1858 ～ 1947 年）宛てに次
のような電報を送信している。「露国砲兵本部ヨリ露国人ブリンネルヲ介シテ村田中将〔村
田銃の開発者として知られる薩摩藩出身の村田経芳（1838 ～ 1921 年）のこと〕経営セル





45　AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1877. L. 2-2 ob., 8-9 ob；「アルミニューム払下に関する件」『欧受大日
記―大正 4 年 9 月』防衛省防衛研究所所蔵、第 T4-14.41 号、824 頁。 
46　『松田重次郎翁』126 頁；AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1877. L. 3 ob, 14-15 ob.；「山口嘉蔵身元取調
ノ件」「22. アルミニューム譲受方ニ関シ在本邦英国大使及英国商務官ヘ交渉ノ件」『鉱物関係雑件』
外務省外交史料館所蔵、第 3.5.7.1-12 号、頁番号なし（アジア歴史資料センター、B11091647500）。
47　「民間兵器製造難」『讀賣新聞』1915 年 11 月6日、第 13846 号、２頁。




































50　AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1877. L. 17-18. 
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ていたが、建設事業は大幅に遅れていた。11 月８日の視察によれば、大阪上福島北 11 丁
目という新たな場所に移された工場の出来具合は３分の１にすぎず、旋盤などはまだ全く
設置されていなかった。11 月 18 日の視察のときには、工場はほぼ建てられていたが、伝
動装置の設置や旋盤用土台の建設に着手したばかりであった。在日ロシア武官代理モーレ







することとなっていた。これを契機にして、1915 年 11 月に松田製作所合資会社の株式会
社化が行われ、いよいよ生産開始に必要な条件が整えられた。会社の重役には、専務取締
役である松田の他に、山口と近しい大阪の染料商の小西喜代松および大阪業界を代表する




（Okhtensky zavod vzryvchatykh veshchestv）を長年にわたって務めたソーモフ退役中将
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くった。彼らはアルミニウム 200 トンを所有しており、イギリスからはアルミニウム 100
トンと特別な旋盤の到着が予定されている。大阪の株主たちは必要となる担保金を支払っ














とになると、関西の大立者の久原房之助（1869 ～ 1965 年）がこの事業に 200 万円を投資
し、アルミニウム 200 トンを購入することにした 55。1915 年秋以降、久原は対露「時局商売」
に積極的に取り組むようになった 56。






は４円 10 銭であった。供給期間は、1916 年１月から同年８月までとなっていた（1916 年
１月末までに３万個、同２月末までに９万 7,500 個、同３月末までに 12 万個、同４月末




54　AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1877. L. 20-20 ob.
55　『松田重次郎翁』126-128 頁。




























Vsevolodovich Kakhovsky, 1868 ～？年）大佐である。ソーモフ中将が行なった視察の内
容はすぐさまに大公に伝えられた。興味深いことに、1916 年１月末にニコライ二世のた
57　『本邦ニ於テ各国兵器需品其他調達関係雑件』第３巻、外務省外交史料館所蔵、第 5.1.5.17- ７号、
1445-1452 頁；「ハンター牧場補助に関する件」『西受大日記―大正９年 10 月、其二』防衛省防
衛研究所所蔵、T９-14.53、2171 頁；『松田重次郎翁』118-121 頁；南溟生「大阪通信―露国信管




換に関しては、バールィシェフ、エドワルド『日露同盟の時代　1914 ～ 1917 年』142-145 頁を参照。








いておかなくてはならない。ソーモフ中将は前掲の 12 月 16 日付け報告において、「東京
の資本家グループと交渉する」ことを砲兵本部に知らせているが、「東京グループ」は「出










個とともに、山口が請け負う信管 280 万個が記されているからである 61。
　松田製作所による信管供給は計画通りに履行されず、1916 年５月から始まり、同８月
末までに 20 万個の納品（総数の6分の１）がようやく終了しただけであった。それにも
かかわらず、松田製作所はその生産力や資金調達力を着々と増し続け、1916 年 12 月には
東京の安全石油会社を合併して、社名を「日本兵機製造株式会社」に変更する。ロシア向
けの武器・軍需品の製造が同社の狙いのひとつであったに違いない 62。一方、「東京グルー
59　GARF：F. 601, op. 1, d. 796. L. 2. 
60　『日露貿易案内』日露商事社、1916 年４月、63 頁；「兵器民営の先駆者―松田製作所」『日露実
業新報』1916 年５月号、31 頁；『日露実業新報』1916 年6月号、34-35 頁；『日露貿易発展号』讀
賣新聞社、1916 年、露文広告 21 頁。
61　AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1877. L. 20-20 ob.；『本邦ニ於テ各国兵器需品其他調達関係雑件』第３巻、
外務省外交史料館所蔵、第 5.1.5.17-７ 号、1398, 1401 頁；同書、第４巻、1969-1976、1981-1995、
2042-2052、2187-2207 頁；「信管百万個引受」『日本実業新報』1916 年２月号、41 頁；南溟生「大
阪通信―露国信管請負契約」『東京経済雑誌』第 72 巻、第 1831 号（1915 年 12 月 18 日）、1083 頁；
「日本機械製造会社」『讀賣新聞』1916 年３月 12 日、第 13972 号、３頁。
62　『本邦ニ於テ各国兵器需品其他調達関係雑件―露国ノ部』第３巻、外務省外交史料館所蔵、第
5.1.5.17-７ 号、1441-1443 頁；「兵器新株募集」『讀賣新聞』1917 年２月８日、第 14304 号、３頁；「経
済界」『讀賣新聞』1917 年３月９日、第 14333 号、３頁。
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63　「部外者観覧２止（８）」『大正５年公文備考』第 118 巻、防衛省防衛研究所所蔵、公文備考 T５
-119.1991、929-939 頁；「露国用 22 秒複動信管製造の件」『大日記乙輯―大正７年』防衛省防衛
研究所所蔵、T７-11.26、1958-1968 頁；「露国用 22 秒複動信管製造の件」『大日記乙輯―大正７年』
防衛省防衛研究所所蔵、T７-5.20、518-528 頁；AVPRI：F. 150, op. 493, d. 1875. L. 23；「職を失う
三千の職工―日本兵機製造会社突如職工を解雇し事業は全部中止す」『関西日報』1917 年７月７
日号；「信管代金問題」『讀賣新聞』1917 年９月 26 日、第 14534 号、３頁。



































65　例えば、Rossiya i SShA: Torgovo-ekonomicheskie otnosheniya. 1900–1930. Sbornik dokumentov 
(Moskwa, 1996), pp. 193-194 参照。
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うにも思われるが、当時の「日露軍事協力時代」の欠かせない部分であったことは事実で
ある。表面的には信管発注は民間企業同士の取引にすぎなかったが、それを見守っていた
ロシア陸軍当局はこの事業を武器供給問題や日露軍事協力という大きな文脈のなかで捉え
ていたに違いない。この意味で、信管供給が無事に終了した背景には、日本の「民間工業」
の力を連合国の「対独闘争」に注がせようとする英露同盟両国の利害があったことも忘れ
てはならない。
キーワード　 第一次世界大戦　日露同盟　「ブリネル＆クズネツォーフ商会」　
　　　　　　テチュヘ鉱山　三井物産　松田製作所　久原鉱業　範多商会　野澤組
 （BaryshevEduard）
